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全国健康保険協会（協会けんぽ）の
ジェネリック医薬品使用促進の取り組み

全国健康保険協会　徳島支部

１．徳島支部の現状
　協会けんぽ徳島支部におけるジェネリック医薬品使用割合は、協会けんぽ設立当初より全国最下位の

状況が続いており、平成 30年 10月時点で 69.4％と、全国平均の 77.5％から約 8.1 ポイント下回っ

ている状況です。

　徳島支部のジェネリック医薬品使用割合を年齢階級別に見ますと、0-4 歳を除くすべての階級で全国

平均を下回っており、特に 10-34 歳の若年層で約－10ポイントの大きな開きがあります。最大差は

15-19 歳の階級で－13ポイント差となっています。

　薬効分類別では、呼吸器官用薬以外の薬効で全国平均を下回っており、ジェネリック医薬品使用数量

に占める割合の高い中枢神経系用薬で－13.2 ポイント、循環器官用薬で－7.5 ポイント、消化器官用薬

で－5ポイントと影響が大きくなっています。特に外皮用薬では－13.5 ポイントと大きく下回っている

状況です。
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２．徳島支部におけるこれまでの取り組み
　このような状況から、徳島支部では平成 28年度調査研究事業として、ジェネリック医薬品使用割合

が全国 2位の鹿児島支部加入者と全国最下位の徳島支部加入者に対しアンケート方式による意識調査を

実施いたしました。徳島支部加入者においては鹿児島支部加入者と比較して、病院や診療所、薬局でジェ

ネリック医薬品について説明を受けたことがあると答えた割合に－12.9 ポイントの差がみられました。

また、ジェネリック医薬品に変更したきっかけを尋ねたところ、徳島支部加入者、鹿児島支部加入者と

もに、約 8割の方が医師、薬剤師など医療提供側からの働きかけによることがわかりました。

 

 

　徳島支部ではこの点に着目し、平成 29年 2月より医療機関、調剤薬局への訪問によるジェネリック

医薬品使用促進勧奨事業を開始いたしました。平成 31年 3月時点で 176医療機関、202調剤薬局（再

訪問を含む）の訪問勧奨を実施しており、訪問の際には提供資料として協会けんぽ本部作成の「ジェネ

リック医薬品に関するお知らせ」の配付を行っております。こちらは協会けんぽのレセプト情報を基に、

医療機関、調剤薬局ごとのジェネリック医薬品の使用状況を、人数、数量、金額、薬効分類別などの項

目別に表した内容となっており、自機関では把握しにくい部分について、保険者から情報提供を行うこ

とができるツールとなっています。

　また、これらの訪問勧奨事業に加えて、県内で調剤薬局をチェーン展開している薬局経営者様に対し
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て、ジェネリック医薬品の更なる使用促進について協力依頼を実施いたしました。加入者への意識調査

の結果から、ジェネリック医薬品への変更のきっかけについては、医療提供側、中でも薬剤師からの働

きかけが約 6割を占めており、ジェネリック医薬品使用促進における重要なファクターであることから、

多店舗薬局経営者のご協力は不可欠なものであると考えております。

　加入者への働きかけでは、協会けんぽにおいて年 2回実施しております「ジェネリック医薬品の軽減

額通知サービス」のほか、健康保険委員向け事務説明会でのセミナー開催や、健康イベントでの啓発活

動など、機会をとらえてジェネリック医薬品使用促進に関する情報発信を行っております。また徳島県

のジェネリック医薬品使用割合が全国最下位であることを知っていただくため、社用車へのマグネット

シートの貼付や、路線バスへの看板広告など、さまざまな広告媒体を活用した啓発活動を実施しており

ます。

  

３．関係団体との連携した取り組みについて
　徳島県におきましては、平成 30年度に後発医薬品使用促進重点地域に選定されたことから、保険者

単独の取り組みだけではなく、徳島県全体での取り組みが進んでいます。

　徳島県では県民および医療関係者がジェネリック医薬品への理解を深め、安心して使用できるよう徳

島県後発医薬品適正使用協議会を設置しており、協会けんぽ徳島支部長も委員として参画しています。

　平成 30年度には後発医薬品採用品リストを活用した徳島県版フォーミュラリーマニュアルの作成や、

徳島県内の学生からデザインを公募した徳島県ジェネリック医薬品応援キャラクターの作成、平成 31

年 3月からはジェネリック医薬品の使用促進にかかる「薬局」「事業者」の認証・登録制度がスタート

するなど、医療提供側、県民双方に向けたさまざまな取り組みを実施しています。

　協会けんぽ徳島支部においても、平成 31年 3月に「ジェネリック医薬品に関するお知らせ」の県内

医療機関、調剤薬局への送付事業を実施した際に、徳島県保健福祉部薬務課と連携し、徳島県保健福祉

部長名での後発医薬品使用促進にかかる協力依頼文書を同封いたしました。また医療機関、調剤薬局へ

の訪問勧奨事業の際には、徳島県医師会、徳島県薬剤師会等のご協力を得ながら、徳島県ならびに徳島

県保険者協議会、徳島県国民健康保険団体連合会、健康保険組合連合会徳島連合会等の保険者団体と連

携して実施するなど、「オール徳島」での取り組みを進めております。
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　2020年 9月までにジェネリック医薬品使用割合 80％という目標を達成するために、日本ジェネリッ

ク製薬協会および会員の皆様方には更なるご支援を賜りますよう何卒お願い申し上げます。
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